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テ  レ  ビ  大  阪  株  式  会  社  



 

連  結  貸  借  対  照  表  

 

２０２６年３月３１日現在  

（単位：千円）  

    科      目    金     額     科      目    金     額  

  (資 産 の 部 ) 

 流  動  資  産  

  現 金 及 び 預 金 

  受取手形及び売掛金 

有 価 証 券 

  棚 卸 資 産 

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

 

 固  定  資  産  

有形固定資産  

  建 物 及 び 構 築 物 

  機械装置及び運搬具 

  土 地 

  そ の 他 

   

 無形固定資産  

 ソ フ ト ウ ェ ア 

 そ の 他 

  

 投資その他の資産 

  投 資 有 価 証 券 

  差 入 保 証 金 

  繰 延 税 金 資 産 

  そ の 他 

  

        

12,997,995 

9,375,133 

2,882,569 

300,000 

52,971 

391,453 

△ 4,132 

 

8,798,933 

3,752,205 

943,994 

2,538,895 

13,474 

255,841 

 

208,494 

201,786 

6,708 

 

4,838,233 

3,921,078 

458,240 

203,188 

255,725 

 (負 債 の 部 ) 

 流  動  負  債  

  買 掛 金 

  短 期 借 入 金 

1 年内返済予定の長期借入金 

  未 払 金 

  未 払 費 用 

  未 払 法 人 税 等 

前 受 金 

  賞 与 引 当 金 

  役 員 賞 与 引 当 金 

  そ の 他 

   

 固  定  負  債  

  長 期 借 入 金 

預 り 保 証 金 

役員退職慰労引当金 

退職給付に係る負債  

 

3,547,114 

454,089 

220,000 

18,000 

63,954 

825,248 

477,425 

662,706 

371,746 

13,700 

440,242 

 

1,363,185 

21,000 

6,200 

107,126 

1,228,858 

   負 債 合 計  4,910,300 

  (純 資 産 の 部) 

 株  主  資  本  

  資  本  金 

  利 益 剰 余 金 

 評価・換算差額等  

 その他有価証券評価差額金 

 非支配株主持分  

 

15,365,299 

1,000,000 

14,365,299 

1,320,821 

1,320,821 

200,508 

 

   純 資 産 合 計 16,886,628 

 資 産 合 計 21,796,928 負債及び純資産合計 21,796,928 

 

(注 ) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。  



連  結  損  益  計  算  書  

 

自  ２０２５年４月  １日  

至  ２０２６年３月３１日  

 

（単位：千円）  

     科        目        金          額  

売 上 高 

売 上 原 価 

 

 

15,851,794 

9,390,832 

売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

 

 

6,460,962 

5,796,134 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

営 業 外 費 用 

 

 

 

664,827 

91,009 

7,586 

経 常 利 益  748,250 

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 

特 別 損 失 

固 定 資 産 除 売 却 損 

解 体 撤 去 費 

控 除 対 象 外 消 費 税 

 

1,846,255 

37,300 

 

1,986 

628,922 

65,166 

 

 

1,883,555 

 

 

 

696,075 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

当 期 純 利 益 

非支配株主に帰属する当期純利益 

親会社株主に帰属する当期純利益 

 

477,659 

29,373 

1,935,731 

 

507,032 

 1,428,698 

69,624 

1,359,073 

 

(注 ) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。  

 

 



連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 

自 ２０２５年４月 １日 

至 ２０２６年３月３１日 

  （単位：千円） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

非支配株主持分 純資産合計 
資本金 利益剰余金 株主資本合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

当期首残高 1,000,000 13,106,225 14,106,225 1,171,180 132,563 15,409,970 

連結会計年度中の変動額       

 剰余金の配当  △100,000 △100,000   △100,000 

 親会社株主に帰属する 
当期純利益 

 1,359,073 1,359,073   1,359,073 

 株主資本以外の項目の連結 

会計年度中の変動額（純額） 
   149,640 67,944 217,585 

連結会計年度中の変動額合計 ― 1,259,073 1,259,073 149,640 67,944 1,476,658 

当期末残高 1,000,000 14,365,299 15,365,299 1,320,821 200,508 16,886,628 

 

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 



連 結 注 記 表 

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項) 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 ４社(全ての子会社を連結しております。) 

連結子会社の名称 株式会社テレビ大阪サービス、株式会社テーク・ワン 

株式会社テレビ大阪システム、株式会社テレビ大阪エクスプロ  

  
２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法を適用した関連会社はありません。 

(2)持分法を適用しない関連会社 

会社の名称 有限会社テーク・ワン オーディオ 

  
持分法を適用しない理由 連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

３．会計方針に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）によっております。 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定)によっております。なお、合同運用指定金銭信託は

時価法によっております。 

市場価格のない株式等 

移動平均法に基づく原価法によっております。 

②棚卸資産 

個別法に基づく原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定)によっております。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物 10～50 年 

機械装置及び運搬具 5～ 20 年 

②無形固定資産 

定額法によっております。 

但し、ソフトウェア(自社利用分)については社内における利用可能期間(5 年)に基づく定

額法によっております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

③役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 



④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上

しております。 

(4)重要な収益及び費用の計上基準 

放送事業に係る収益はテレビ放送によるものであり、顧客との契約に基づいて視聴者に番

組と広告を放送する履行義務を負っております。当該履行義務は放送された時点において充

足されると判断し収益を認識しております。 

広告代理店事業に係る収益において、広告主へのサービスの提供における役割が代理人で

あると判断した取引については、広告主から受け取る額からサービスの提供元等に支払う額

を控除した純額で収益を認識しております。 

(5)その他連結計算書類作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方 

消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。 

②退職給付に係る負債の計上基準  

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退  

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。  

(連結貸借対照表に関する注記) 

１．有形固定資産の減価償却累計額 6,343,485 千円 

２．保険差益による有形固定資産の圧縮記帳累計額 29,553 千円 

(連結株主資本等変動計算書に関する注記) 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末 

(株) 

増加 

(株) 

減少 

(株) 

当連結会計年度末 

(株) 

普通株式 2,000,000 － － 2,000,000 

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 
株式の 

種類 

配当金の総額

(千円) 

１株当たり 

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

2025年 6月 27 日 普通株式 100,000 50 2025年 3月 31日 2025年 6月 30日 

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項  

決議 
株式の

種類 

配当の

原資 

配当金 

の総額 

(千円) 

１株当たり 

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

2026年 6月 24 日 
普通

株式 

利益 

剰余金 
100,000 50 2026年 3月 31日 2026年 6月 25日 

(金融商品に関する注記) 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については預金を中心に安全性の高い金融資産で運用しておりま

す。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、事前審査によりリスク低減を図っており

ます。有価証券及び投資有価証券は市場価額の変動リスクに晒されておりますが、主に格付け

の高い債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、半期ごとに時価の把握を行っており

ます。 

借入金は、銀行等金融機関から資金を調達しております。使途は運転資金(主として短期)で

あります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2026 年 3 月 31 日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表価額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等(連結貸借対照表計上額 505,9



80 千円)は、「その他有価証券」には含めておりません。現金及び短期間で決済されるため時価

が帳簿価額に近似する預金、受取手形及び売掛金、有価証券（合同運用指定金銭信託）、買掛金、

短期借入金については、連結貸借対照表計上額、連結決算日における時価及びその差額の注記

を省略しております。 

(単位：千円) 

 連結貸借対照表 

計上額(※) 
時価(※) 差額 

(1)投資有価証券    

  満期保有目的の債券 300,000 294,840 △5,160 

  その他有価証券 3,115,098 3,115,098 － 

(2)長期借入金 

(1 年内返済予定の長期借入金含む) 
(39,000) (38,012) 987 

(※)負債に計上されているものについては、( )で示しております。 

 

(注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3

つのレベルに分類しております。 

レベル 1 の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定 

 した時価 

レベル 2 の時価： レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを  

 用いて算定した時価 

レベル 3 の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価  

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。 

 

投資有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている

ため、その時価をレベル 1 の時価に分類しております。 

満期保有目的の債券は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認め

られないため、その時価をレベル 2 の時価に分類しております。 

 

長期借入金 

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率

を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル 2 の時価に分類しております。 



(１株当たり情報に関する注記) 

１株当たり純資産額  8,343 円 06 銭 

１株当たり当期純利益  679 円 54 銭 

(重要な後発事象に関する注記) 

該当事項はありません。 

(収益認識に関する注記) 

収益を理解するための基礎となる情報 

 「会計方針に関する事項」の「重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

なお、売上高に含まれる顧客との契約から生じる収益の額は 15,783,750 千円であります。 
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テ  レ  ビ  大  阪  株  式  会  社  



貸  借  対  照  表  
 

                ２０２６年３月３１日現在  

（単位：千円）  

    科      目    金     額     科      目    金     額  

  (資 産 の 部 ) 

 流  動  資  産  

  現 金 及 び 預 金  

  売 掛 金  

有 価 証 券 

  番 組 制 作 勘 定  

  貯 蔵 品  

短 期 貸 付 金 

  未 収 入 金  

  そ の 他 流 動 資 産  

 貸 倒 引 当 金 

 

 固  定  資  産  

有形固定資産  

  建 物  

  構 築 物  

  機 械 及 び 装 置  

  車 輌 運 搬 具  

  工 具 器 具 備 品  

  土 地  

 

無形固定資産  

ソ フ ト ウ ェ ア 

施 設 利 用 権 

 

 投資その他の資産 

  投 資 有 価 証 券  

  関 係 会 社 株 式 

  差 入 保 証 金  

  繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 投 資 

 

11,140,281 

7,565,854 

2,679,771 

300,000 

42,319 

5,009 

360,000 

32,652 

156,773 

△ 2,100 

 

8,481,369 

3,350,192 

519,168 

361,893 

2,211,736 

1,261 

242,657 

13,474 

 

206,143 

199,434 

6,708 

 

4,925,033 

3,920,078 

387,650 

440,842 

62,308 

114,153 

 (負 債 の 部 ) 

 流  動  負  債  

  買 掛 金  

  短 期 借 入 金  

  未 払 金  

  未 払 費 用  

  未 払 法 人 税 等  

前 受 金  

  賞 与 引 当 金  

  役 員 賞 与 引 当 金 

そ の 他 流 動 負 債 

 

 固  定  負  債  

預 り 保 証 金 

役員退職慰労引当金 

退 職 給 付 引 当 金 

 

2,637,630 

281,092 

220,000 

64,560 

865,333 

443,098 

128,333 

271,000 

13,300 

350,911 

 

971,701 

19,791 

75,050 

876,860 

   負 債 合 計  3,609,332 

  (純資産の部 ) 

株  主  資  本  

  資  本  金 

 利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金  

その他利益剰余金  

別 途 積 立 金 

繰越利益剰余金 

 

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 

 

14,691,497 

1,000,000 

13,691,497 

250,000 

13,441,497 

6,205,000 

7,236,497 

 

1,320,821 

1,320,821 

 純  資  産  合  計  16,012,318 

 資  産  合  計  19,621,650 負債及び純資産合計  19,621,650 

 
(注 ) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。  



損  益  計  算  書  
 

               自  ２０２５年４月  １日  

               至  ２０２６年３月３１日  

 

（単位：千円）  

     科        目        金          額  

売 上 高 

売 上 原 価 

 

 

13,531,053 

7,581,518 

売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

 

 

5,949,535 

5,481,413 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 ・ 配 当 金 

有 価 証 券 利 息 

雑 収 入 

 

        

99,758 

6,446 

5,404 

468,121 

 

 

 

111,609 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息

雑 損 失 

 

2,600 

4,128 

 

 

6,728 

経 常 利 益 

   特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 

   特 別 損 失 

固 定 資 産 除 売 却 損 

解 体 撤 去 費 

控 除 対 象 外 消 費 税 

 

 

1,846,255 

37,300 

 

1,986 

628,922 

65,166 

573,001 

 

 

1,883,555 

 

 

 

696,075 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

当 期 純 利 益 

 

425,950 

102,784 

1,760,482 

 

528,734 

 1,231,748 

 
(注 ) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。  



株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 

自 ２０２５年４月 １日 

至 ２０２６年３月３１日 

（単位：千円） 

 

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 利益準備金 
その他利益剰余金 利益 

剰余金 

合計 別途積立金 繰越利益 
剰余金 

当期首残高 1,000,000 250,000 6,205,000 6,104,749 12,559,749 13,559,749 

当期変動額       

 剰余金の配当    △100,000 △100,000 △100,000 

 当期純利益    1,231,748 1,231,748 1,231,748 

 株主資本以外の項目の 
 当期変動額(純額) 

      

当期変動額合計 － － － 1,131,748 1,131,748 1,131,748 

当期末残高 1,000,000 250,000 6,205,000 7,236,497 13,691,497 14,691,497 

 

 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 

当期首残高 1,171,180 14,730,930 

当期変動額   

 剰余金の配当  △100,000 

 当期純利益  1,231,748 

 株主資本以外の項目の 
 当期変動額(純額) 

149,640 149,640 

当期変動額合計 149,640 1,281,388 

当期末残高 1,320,821 16,012,318 

 

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 



個 別 注 記 表 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 移動平均法による原価法によっております。 

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）によっております。 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定)によっております。なお、合同運用指定金銭信託

は時価法によっております。 

市場価格のない株式等 

移動平均法に基づく原価法によっております。 

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建   物 15～38 年 

機械及び装置 6 年～20 年 

②無形固定資産 

定額法によっております。 

但し、ソフトウェア(自社利用分)については社内における利用可能期間(5 年)に基づく定

額法によっております。 

３．引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

③役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

④役員退職慰労引当金 

役員(執行役員を含む)の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

⑤退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。 

４．収益及び費用の計上基準 

 放送事業に係る収益はテレビ放送によるものであり、顧客との契約に基づいて視聴者に番組

と広告を放送する履行義務を負っております。当該履行義務は放送された時点において充足さ

れると判断し収益を認識しております。 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方



消費税は、当事業年度の費用として処理しております。 

(貸借対照表に関する注記) 
 
１．有形固定資産の減価償却累計額  4,292,088 千円 
 

２．関係会社に対する金銭債権・金銭債務 

短期金銭債権  612,851 千円 

短期金銭債務  131,189 千円 
 

(損益計算書に関する注記) 

１．関係会社との取引高 

売上高  1,689,401 千円 

仕入高  1,130,539 千円 

その他の営業取引高  1,015,834 千円 

営業取引以外の取引高  28,582 千円 

(株主資本等変動計算書に関する注記) 

当事業年度の末日における自己株式の数 

当事業年度末に保有している自己株式はありません。 

(税効果会計に関する注記) 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

退職給付引当金  276,211 千円 

投資有価証券評価損  153,398 千円 

賞与引当金  85,365 千円 

解体撤去費  53,230 千円 

未払事業税  26,208 千円 

役員退職慰労引当金  23,640 千円 

その他  38,934 千円 

   小計  656,987 千円 

評価性引当額  △174,886 千円 

計  482,101 千円 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  416,370 千円 

その他  3,423 千円 

    計  419,793 千円 

繰延税金資産の純額  62,308 千円 



(関連当事者との取引に関する注記) 

親会社及び法人主要株主等 

種類 
会社等 
の名称 

議決権等の 
所有 

(被所有) 
割合 
(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

法人 
主要 
株主 

㈱テレビ東京 
 (被所有) 
直接 11.0 
間接    0 

ネット保証及び 
番組の販売 
 
役員の兼任 

放送事業収入 1,961,066 売掛金 175,479 

代理店手数料 372,801   

その他 
の関係 
会社 

㈱日本経済新聞社 
(被所有) 
直接 22.9 
間接    0 

本社ビルの賃借 
 
役員の派遣・兼任 

家賃の支払 598,031 － － 

－ － 差入保証金 398,664 

(注)１ 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しておりま
す。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 
  価格その他の取引条件は当社と関連を有しない他の当事者と同等の条件によっております。 
   (1) ㈱テレビ東京に対する価格その他の条件は、他のネット局と同様の条件で決定しており

ます。 
   (2) ㈱日本経済新聞社に対する本社ビルの賃借料は、近隣の取引実勢に基づいて、契約によ

り所定金額を決定しております。 

 

子会社 

種類 
会社等 
の名称 

議決権等の 
所有 

(被所有) 
割合 
(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

子会社 ㈱テーク・ワン 
(所有) 

直接 58.0 
間接    0 

放送番組の制作 
 
役員の派遣・兼任 

番組制作費 
(注1) 

 
資金の貸付 

 
446,194 

 
 

360,000 
 

買掛金 
 
 

短期貸付金 

45,512 
 
 

360,000 

子会社 
㈱テレビ大阪 

サービス 
(所有) 

直接 100 

広告代理業 
 
役員の派遣・兼任 

売上 
(注1) 

1,522,440 売掛金 222,829 

(注)１ 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しておりま
す。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 
  (注1) 価格その他の取引条件は当社と関連を有しない他の当事者と同等の条件によっており

ます。 

 

(１株当たり情報に関する注記)  

１株当たり純資産額  8,006 円 16 銭 

１株当たり当期純利益  615 円 87 銭 

(重要な後発事象に関する注記) 

該当事項はありません。 

(収益認識に関する注記) 

収益を理解するための基礎となる情報 

 「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおり

であります。 

 


